
重要事項が記載されています。
ご出発前にお読みください。

当社のレンタカーは上記補償制度をご用意しておりますが、対物
補償と車両補償にはそれぞれ免責があり、その金額は対物5万円、
車両5万円（1、2、8ナンバー車10万円）です。この免責金額を
免除する制度が「免責補償制度（CDW）」です。これはお客様に
重大な過失がない場合に限り、適用するものです。
※ご出発時・ご予約時にお申し込みください。尚、貸渡途中での申込・解約
　は出来ません。
●加入料 1日（24h）当たり　　
乗用車、RV車、バン、トラック
1、2、8ナンバー車両

1,000円
2,000円

普通車クラス
中型車クラス

25,000円
30,000円

（加入料は15日限度／月）

交通事故はドライバーにとって重大な問題です。事故を起こさない
ように、安全運転をお願い致します。しかし、万一の為にMMCレン
タカーの車両には下記金額を限度として補償制度をご用意致して
おります。但し、補償額を上回る賠償はお客様のご負担となります。
※警察発行の事故証明が無い場合（発行してもらえない場合）は適用されません。
※後席シートベルトの着用も義務付けられました。借用中は必ずご着用くださ
　い。

下記の事項に該当する事故のとき（又はこれらに類する場合も
含む）の事故損害及び修理費は全額お客様のご負担となりま
すのでご注意ください。
●当社の貸渡約款に違反して発生した事故のとき。
●保険約款の免責事項に該当する事故のとき。
●警察署への事故届出を怠ったとき。
●当社営業所ヘ速やかな連絡を怠ったとき。
●契約者以外の運転者による事故のとき。
●契約時間を無断で延長したとき。
●当社へ無断で相手方と示談をしたとき。
●無免許・飲酒運転のとき。
●保険補償限度額を超える損害のとき。
●パンク修理費及びお客様の不注意、使用限度を超える酷使による
　不具合の修理は、お客様のご負担。
●維持・管理された道路以外での事故・損害のとき。
※借受人（運転者を含む）には法律上の損害賠償責任が発生します。

違法駐車はやめましょう
万一駐車違反の取締りを受けた運転手の方は、下記のご対応をお
願い致します。ご理解とご協力をお願い申し上げます。

予定営業所へ返車された場合（自走可能の場合）
予定営業所へ返車されなかった場合（自走不能の場合）

区　　　分

レンタカーを借受中に万が一事故を起こされ、レンタカーに損傷
を与えた場合は、レンタカーの修理期間の営業補償の一部として
下記のノンオペレーションチャージ（NOC）を申し受けます。
※ノンオペレーションチャージは免責補償制度にご加入の場合でも、ご負
　担頂きます。

20,000円
50,000円

金　　額

事故時のお客様ご負担について

大型補償制度 ノンオペレーションチャージ（NOC）

免責補償制度（CDW）

お客様の不適当な操作で故障が発生した場合は修理代をご負
担いただきます。（ガス欠、パンク、ホイールキャップの破損・紛
失、鍵の綴じ込み・紛失、ライトの消し忘れなどによるバッテリ
ー上りなど）

●燃料は満タンでご返却ください。
●ご都合により満タンにできない場合は、走行距
　離換算にて精算させていただきます。この場
　合、実際の給油金額より割高となりますので、
　予めご了承ください。

燃料に
ついて

安 全のしおり

（裏面：事故報告書）（裏面：事故報告書）

■対 人 補 償／無制限（自賠責含む）
■対 物 補 償／無制限（免責額5万円）
■車 両 補 償／車両時価額（免責額5万円※）
■人身傷害補償／死 亡 時…1名につき3,000万円限度（乗車定員まで）

※1、2、8ナンバー車両は10万円。

放置車両確認標章が取り付けられていた場合

速やかに所轄の警察署に出頭し、所定の手続きを完了してください

指定の金融機関で反則金の納付を完了してから車両をご返却ください

ご返却時に「交通反則告知書」及び領収日付のある「納付書・領収証」
の書類を確認させていただきます　　　　　　　　　　　　　　　

反則金の納付書をご提示いただけなかった場合
自認書作成の上、下記の駐車違反違約金をお支払い頂きます。

●自認書は、放置駐車違反を認め、警察出頭と反則金の納付を誓約い
　ただくもので、警察に提出する弁明書等に添付します。
※反則金のお支払いがない、または確認が取れない場合は、該当お客様へ
　の以後のレンタカーご利用をお断りする場合がございます。

※違法駐車は短時間でも
　取締り対象となります。

上記内容は予告なく変更することがあります。その場合は速やかに
当社ホームページで告知します。

※搭乗者が自動車事故によりケガ（死亡・後遺障害を含む）をした場合、
運転者の過失割合に関わらず総損害額を補償します。（治療費を含む
損害額の認定は保険約款に基づき保険会社が行います）

（消費税別途）


